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（財）財務会計基準機構会員　

平成 18年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 17年 11月 9日

上   場   会   社   名       中央電気工業株式会社 上場取引所  東

コード番号       5566 本社所在都道府県

(URL  http://www.chu-den.co.jp/ ) 新潟県

代　　　表　　　者　　　役職名 代表取締役社長　　　　氏名　　佐藤　公一

問合せ先責任者　　　役職名 取締役総務部長　　　　氏名　　力久　　勉 TEL (03) 3591 - 1402
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 9日
親会社等の名称　　住友金属工業株式会社 （コード番号：5405） 親会社等における当社の議決権保有比率：　29.41％
米国会計基準採用の有無 無

１. 17年 9月中間期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)連結経営成績 百万円未満切捨て

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 11,614 △ 11.1 858 △ 63.0 844 △ 63.1
16年 9月中間期 13,067 43.3 2,321 612.6 2,289 736.7
17年 3月期 27,466 5,319 5,248

　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
17年 9月中間期 353 △ 61.1 12.81 －
16年 9月中間期 907 565.5 32.90 －
17年 3月期 2,609 93.84 －
(注)①持分法投資損益    17年 9月中間期      －百万円   16年 9月中間期      －百万円   17年 3月期      －百万円
     ②期中平均株式数（連結）　17年 9月中間期  27,587,374株　　　16年 9月中間期  27,595,717株　　　17年 3月期    27,594,007株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 21,719 10,306 47.5 373.60
16年 9月中間期 23,237 8,260 35.5 299.33
17年 3月期 24,329 10,002 41.1 361.84
(注)期末発行済株式数（連結）　17年 9月中間期  27,587,102株　　　16年 9月中間期  27,594,838株　　　17年 3月期    27,588,326株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 9月中間期 △ 2,521 △   311 △     277 2,194
16年 9月中間期 79 △   163 △   1,383 3,389
17年 3月期 3,782 △   545 △   2,790 5,304

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   2社   持分法適用非連結子会社数　   －社   持分法適用関連会社数　    －社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      －社  （除外）      －社   持分法（新規）      －社  （除外）　     －社

２. 18年 3月期の連結業績予想（ 平成 17年  4月  1日  ～  平成 18年  3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 23,000 1,000 500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               18円   12銭

※上記の予想は発表日現在のデータに基づき作成したものであり、様々な不確定要素を含んでおりますので、実際の業績は予想数値と
異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、資料6ページをご参照ください。

１株当たり株主資本

      中間(当期）純利益
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１ 企業集団の状況
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連結対象企業

  当連結グループは、鉄鋼産業向けマンガン系合金鉄事業、並びに情報通信関連産業向け水素吸蔵合
金などを主体とする各種機能材料事業、及び土木建築関連事業を行なっております。
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２ 経営方針及び経営成績

(１)経営方針と中長期的な経営戦略

当社グループは、マンガン系合金鉄の製造販売を中核とした企業グループであります。

合金鉄事業及びマンガン化成品事業で培った溶融技術、化学合成技術などを生かし、

循環型社会に適応した事業展開を図ることで収益基盤の更なる強化を目指しておりま

す。

これらの目標の実現に向け、当社グループは、鹿島工場での一般廃棄物焼却炉灰の溶

融固化による無害化を中心とした環境事業と、妙高工場での水素吸蔵合金を中心とす

る機能材料事業に経営資源を重点配分し、事業基盤の拡充・強化を推進しております。

中期的な目標として、両分野を合わせた事業規模を現在のコア事業であるマンガン系

合金鉄事業に拮抗しうる規模とし、新たな収益源として確立すべく注力しております。

① 合金鉄事業においては、夜間電力を最大限に活用したコストミニマム操業を継続することで

大幅なコストダウンを図っております。更に、安価原料の使用増などによる合理化を徹底し、

国際的な競争力を維持して、コア事業としての収益を安定的に確保できるよう一層の努力を傾

注して参ります。

② 合金鉄事業の一翼を構成する環境事業においては、昨年１０月の灰溶融専用２号炉の稼動に

より、既存合金鉄電気炉２基と合わせた合計電気炉４基の「廃棄物溶融リサイクルセンター」

が完成致しました。溶融処理対象は、全炉で一般廃棄物焼却炉灰及び産業廃棄物の処理許可を

取得しており、今後着実な業容拡大を行なって参ります。

環境事業では、社会的な環境に対する要請に誠実にお応えすることが、当社の事業基盤確立

に繋がるものと位置づけております。

③ 機能材料事業分野においては、ニッケル水素二次電池用水素吸蔵合金を事業の中心に位置づ

けております。最近、同電池では低公害ハイブリッド型自動車用二次電池の需要増加に見られ

るような需要構造変化の動きが出ております。

これらの需要動向には素材メーカーの立場から的確に対応することとし、特に研究開発分野

では、電池の性能向上やコスト低減といった客先ニーズに合致した技術開発に最重点で取り組

んで参ります。

当社グループは以上の事業活動を通じて、収益基盤の強化・拡充を図り、株主 ･お

を目指して参ります。取引先の皆様に一層信頼される企業グループの確立

(２)利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、事業基盤の強化に備えた内部留保の充実に努めると共に、株主の

皆様への配当につきましては、収益状況に見合った安定的な配当の継続を基本と考えております。
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(３)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施
状況

① 基本的な考え方

当社は、経営意思の決定及び業務の執行が適正かつ効率的に行なわれ、また、そ

れらに対する監視機能が有効に働き、社会から信頼される会社としての経営体制の

確立がコーポレートガバナンスに関する最重要事項と考えております。

② 経営上の意思決定、執行及び監督

取締役会は、少数のメンバーで構成することを基本とし、法令及び定款に定めら

れた経営に関する重要事項を決定致します。また、取締役会では、各取締役が、他

の取締役の業務執行状況を監視するため、取締役相互間及び業務執行責任者との情

報交換に努めております。取締役会は原則として月１回開催し、社長が議長を務め

ております。

当社は監査役会制度を採用しています。また、内部監査を行なう組織として業務

監査室を設けております。監査役４名のうち２名は社外監査役であります。社外監

査役２名は当社の親会社等である住友金属工業株式会社の従業員であります。監査

役は、迅速的確に情報収集を行ない、取締役等の業務の執行状況について適法性を中心に監査

しております。

監査役は、監査役としての監査に加え会計監査人から会計監査計画及び会計監査結果の報告

を受けており、財務報告の信頼性・正確性について、会計監査人と連携して監査を行なってお

ります。なお、当社の会計監査人は監査法人トーマツであります。

③ コンプライアンス及び危機管理

当社グループのコンプライアンスの周知徹底を図ることを目的に、危機管理委員

会を設置しております。また 「コンプライアンス相談窓口」を設けて、当社及び、

グループ各社の社員が、コンプライアンス関連事項について、直接専門窓口に相談

できる体制を整備しております。

④ 透明性の確保

経営の公正さと透明性を高めるため、迅速な情報開示に努めております。

具体的には、ホームページでの情報開示を充実するとともに、株主総会の機会に

株主懇談会を開催するなど、株主はじめ投資家の皆様の声を経営に反映させるべく、

取り進めております。
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(４)経営成績及び財政状態

① 当中間期の業績

我が国経済は、原油価格の上昇など懸念材料はあるものの、個人消費の緩やかな増加と企業

収益の改善及び民間設備投資の回復基調などにより、総じて堅調に推移致しました。

事業別の営業の状況は次のとおりであります。

（合金鉄事業）

合金鉄の需要先である鉄鋼業界では、国内製造業向けの堅調な需要と中国を主としたアジア

向けの輸出が堅調に推移したことにより、当中間期の粗鋼生産量は前年同期を上回る５６８０

万トンとなりました。

鉄鋼業の好調な生産状況を背景に合金鉄の需要は旺盛であり、安定操業に基づく安定供給に

より販売数量は堅調に推移しております。

販売価格につきましては、一昨年末から世界的な需要増加を背景として急騰した合金鉄の国

際市況は、海外諸国の設備増強による増産とそれによる在庫増加により前年下期以降急激に下

落し、当中間期もその傾向が続きました。その結果、当中間期の販売価格は前中間期に比べ大

きく下落致しました。コスト面では、原材料のマンガン鉱石、コークス及び原料輸送費が上昇

し大きなコストアップとなりました。

また、環境事業につきましては、事業分野の拡大により溶融固化処理量が増加しております。

この結果、合金鉄事業の売上高は前中間期に比べ７％減少し、８９億４千１百万円となりま

した。

また、ハイカーボンフェロマンガン用の鹿島工場１号電気炉の改修工事を来年上期に実施す

ることと致しました。これは、今後予想される合金鉄の需要増加に備え老朽設備の一新を行な

い、生産量の増加に加え、より一層の安定稼動と炉命延長を図るものであります。

（機能材料事業）

水素吸蔵合金は、ハイブリッド車電池用は需要拡大により販売数量は増加しましたが、汎用

用途や輸出品では中国品との競争激化により販売数量が減少し、水素吸蔵合金合計の販売数量

は前中間期に比べ減少致しました。

以上の結果、当事業の売上高は、前中間期に比べ２９％減少し、２２億４千４百万円となり

ました。

（土木建築関連事業）

土木建築事業では、上信越地区における公共事業並びに民間土木工事を主体としております。

経費削減等の諸施策により、収益は改善致しました。

以上の結果、当中間期の連結売上高は１１６億１千４百万円（前中間期の連結売上高、１３

０億６千７百万円、前期比１１．１％減 、連結経常利益は８億４千４百万円（前中間期の連結）

経常利益２２億８千９百万円 、連結中間純利益は３億５千３百万円（前中間期の連結中間純利）

益９億７百万円）となりました。

なお、実施を決定した鹿島工場１号電気炉の改修工事により、来年上期に発生の見込まれる

設備除却損失等１億９千万円を当中間期の特別損失に計上しております。



－ 6 －

② 通期の見通し

我が国経済は、企業収益の改善と民間設備投資を牽引役として、緩やかな回復基調を維持す

るものと思われます。

合金鉄事業では、鉄鋼業界の在庫対策による減産の動きがあるものの、引き続き高水準の需

要が続くものと思われます。一方販売価格は、当中間期の前半は未だ高位にあったものの下落

が続き、下期の販売価格は上期に比べ低下するものと見込まれます。国際市況は在庫調整が進

んだことにより底を脱した兆しが見えますが、先行きは依然不透明であります。

環境事業は、順調に拡大しており、溶融固化処理量は平成16年度に比べ増加する見込みであ

ります。

機能材料事業は、ハイブリッド車電池用水素吸蔵合金の需要増加は見込まれますが、民生用

は中国市場での価格競争が激化しております。水素吸蔵合金は、価格、品質面での競争が続く

と予想され、事業環境は依然厳しいものの、成長分野への対応を更に強化し、販売数量の増加

と合理化により収益改善を行なって参ります。

これらにより、平成１８年３月期の通期業績は、連結売上高２３０億円、連結経常利益１０

億円、連結当期純利益５億円となる見込みであります。

なお、上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいたものであり、需

要動向の変化、国際市況の変動など、多くの不確定要素を含んでおります。そのため、実際の

業績は、様々な要因の変化により上記の業績予想とは異なることがあることをご承知おきくだ

さい。

③ 財政状態

当中間期は、前年度の収益に対応した法人税等の支払い額が当中間期の収益額を上回ったこ

と等により営業活動によるキャッシュフローは２５億２千１百万円の支出となり、設備投資を

主体とする投資活動で３億１千１百万円、配当金支払い等財務活動で２億７千７百万円を使用

致しました結果、当中間期末の現金及び現金同等物の残高は前期末に比べ３１億１千万円減少

し、２１億９千４百万円となりました。
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(５)事業のリスク等

以下において、当社グループの事業その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。当社は、これらのリスクの存在を認識した上で、その回避及び

顕在化した場合の対応に努める所存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当中間期末現在におい

て判断したものであります。

① 市況変動リスク

当社グループにおいては、合金鉄事業及び機能材料事業について、国際市況を基準として製

品の販売及び原料の購入を行なっております。両事業を取り巻く需要・供給環境、原材料事情

が世界的に流動的であり、これらによって両事業の国際市況が急変する可能性があります。

② 競合について

当社グループにおいては、合金鉄事業及び機能材料事業について、国内及び海外メーカーと

の価格競争が激化することにより、販売価格が著しく下落する可能性があります。また、機能

材料事業においては、主力製品である水素吸蔵合金に代わる新技術・製品が開発されることに

より、販売数量が減少する可能性があります。

③ 為替変動リスク

当社グループの業績及び財政状況は、為替相場の変動によって影響を受けます。為替変動は、

当社グループの外貨建取引から発生する資産及び負債の日本円換算額に影響を与える可能性が

あります。また、為替動向は外貨建で取引されている製品及び外貨建の国際市況を基準として

取引されている製品の日本円換算額及び売上高にも影響を与える可能性があります。更に、為

替動向は外貨建で取引されている原料の購入価格及び製造コストにも影響を与える可能性があ

ります。

④ 原料調達について

当社グループは、合金鉄事業及び機能材料事業において、海外から原料調達を行なっており

ます。原料に関わる需給環境の悪化、或いは原料調達先の貿易政策変動等により、原料調達に

障害が生じる可能性があります。

⑤ 金利変動リスク

当社グループは金利の変動によって影響を受けます。金利変動は、当社グループの営業費用

全体及び資産価値並びに負債、特に借入金の金利負担に影響を与える可能性があります。かか

る金利変動リスクは、当社グループの事業経費の増加、資産価値の下落または負債に関する金

利負担の増大を招く可能性があります。

⑥ 退職給付

当社グループは日本の会計基準に従い、未積立の退職給付債務を処理しておりますが、当社

グループにおける退職給付制度及び退職給付債務の計算の基礎に関する事項（割引率、期待運

用収益率等）について再検討する必要が生じる可能性及び今後年金資産の運用環境等の悪化等

から数理計算上の差異が発生する可能性もあります。これらの場合、未積立退職給付債務の増

加等、費用処理される債務金額が増加することにより、当社グループの経営成績が悪影響を受

ける可能性があります。



【連結】

　　　　　百万円 ％　　　　　百万円 ％　　　　　百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流　動　資　産 流　動　負　債

2,194 3,389 5,304 4,345 5,484 5,713 

4,827 6,761 5,511 4,050 5,450 4,050 

6,319 4,860 5,674 － 500 － 

964 1,266 863 190 － － 

145 83 168 780 2,029 2,578 

85 69 61 9,365 43.1 13,463 58.0 12,342 50.7

△    3 △    3 △    2 

14,533 66.9 16,428 70.7 17,581 72.3 固　定　負　債

1,600 1,100 1,600 

107 － － 

固　定　資　産 251 341 288 

有形固定資産 － 72 95 

建 物 及 び 構 築 物 2,024 1,933 1,942 88 － － 

機械装置及び運搬具 2,105 2,223 2,191 2,047 9.4 1,513 6.5 1,984 8.2

土 地 955 952 955 11,413 52.5 14,977 64.5 14,327 58.9

建 設 仮 勘 定 135 74 9 

そ の 他 114 88 97 

5,334 24.6 5,272 22.7 5,195 21.4 －     － －     － －     －

102 0.4 119 0.5 110 0.4

(資本の部)

投 資 有 価 証 券 1,261 762 841 3,630 16.7 3,630 15.6 3,630 14.9

繰 延 税 金 資 産 5 126 85 2,451 11.3 2,451 10.6 2,451 10.1

そ の 他 504 531 518 3,730 17.2 1,971 8.5 3,672 15.1

貸 倒 引 当 金 △  21 △  4 △  3 503 2.3 208 0.8 256 1.0

1,749 8.1 1,416 6.1 1,442 5.9 △  9 △0.0 △  1 △0.0 △  7 △0.0

7,186 33.1 6,809 29.3 6,748 27.7 10,306 47.5 8,260 35.5 10,002 41.1

構成比 構成比

(資産の部)

貸 倒 引 当 金

３．中間連結貸借対照表

(平成16年9月30日)(平成17年9月30日)

               期   別

少 数 株 主 持 分

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

固 定 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

100.023,237 

(平成17年3月31日)

前連結会計年度の

資 本 金

資 本 合 計

要約連結貸借対照表

構成比金  　 額金  　 額

固 定 資 産 合 計

(平成17年3月31日)(平成16年9月30日)

金  　 額 構成比 構成比

そ の 他

受取手形及び売掛金

投資その他の資産合計

前連結会計年度の

繰 延 税 金 資 産

棚 卸 資 産

金  　 額 構成比

               期   別

現 金 及 び 預 金

区　 分

要約連結貸借対照表

金  　 額

100.021,719 

区　 分

流 動 負 債 合 計

そ の 他

(負債の部)

自 己 株 式

そ の 他

流 動 資 産 合 計

及 び 資 本 合 計
100.0100.0資 産 合 計 21,719 24,329 

長 期 借 入 金

無形固定資産

投資その他の資産

24,329 100.0

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

23,237 100.0

役員退職慰労引当金

金  　 額

(平成17年9月30日)

未 収 入 金 鹿島電気炉改修引 当金

負 債 ､ 少 数 株 主 持 分

負 債 合 計

(少数株主持分)

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

有 形 固 定 資 産 合 計

－ 8 －



【連結】

　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

11,614   100.0 13,067   100.0 27,466   100.0

9,958   85.7 9,954   76.2 20,519   74.7

1,656   14.3 3,113   23.8 6,947   25.3

798   6.9 791   6.0 1,627   5.9

858   7.4 2,321   17.8 5,319   19.4

(    27 ) 0.2 (    37 ) 0.3 (    59 ) 0.2
受 取 利 息 0   0   1   
受 取 配 当 金 6   7   10   
為 替 差 益     4       11   －   
受 取 賃 貸 料     2       2       5   
そ の 他 14   15   41   

(    41 ) 0.3 (    69 ) 0.6 (   131 ) 0.5
支 払 利 息 31   48   85   
為 替 差 損 －   －   9   
金 利 ス ワ ッ プ解 約清 算金 －       7   7   
減 価 償 却 費     8       6   12   
そ の 他 0   7   14   

844   7.3 2,289   17.5 5,248   19.1

(     0 ) 0.0 (     2 ) 0.0 (     3 ) 0.0
固 定 資 産 売 却 益 0   2   2   
国 庫 補 助 金 収 入 額 －   －   0   
会 員 権 処 分 益 －   0   0   
保 険 差 益 －   －   0   

(   238 ) 2.1 (   627 ) 4.8 (   783 ) 2.8
固 定 資 産 除 却 損 26   123   266   
固 定 資 産 圧 縮 損 －   －   0   
投 資 有 価 証 券 評 価 損 －   －       1   
会 員 権 評 価 損 4   －   －   
減 損 損 失 －       181       181   
退 職 給 付 費 用 －       280       280   
事 業 中 止 損 －       24       22   
過 年 度 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 －   14       29   
鹿島電気炉改修引当金繰入額     190   －   －   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17       2   0   

605   5.2 1,665   12.7 4,468   16.3

214   1.9 893   6.8 2,071   7.5

38   0.3 136   　　△      △1.0 212   　　△      △0.7

353   3.0 907   6.9 2,609   9.5

区    分

至平成16年9月30日

売 上 高

売 上 原 価

金　 額 百分比

至平成17年9月30日

金　 額 百分比

４．中間連結損益計算書

期    別
前中間連結会計期間

自平成16年4月 1日

当中間連結会計期間

自平成17年4月 1日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

経 常 利 益

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 利 益

金　 額 百分比

至平成17年3月31日
自平成16年4月 1日

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税金等調整前中間(当期 )純利益

期　 別

区  分

3,672     

82     
－     20     －     

3,730     利 益 剰 余 金 中 間 期末 (期 末 ) 残 高

役 員 賞 与 金
82     

利 益 剰 余 金 増 加 高

275     

1,971     

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

1,146     

907     2,609     中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 353     

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 3,672     

５．中間連結剰余金計算書

金　額

自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 9月30日

連結剰余金計算書
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

至 平成17年 9月30日 至 平成17年 3月31日

前連結会計年度の

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日

資 本 剰 余 金 中 間 期末 (期 末 ) 残 高

1,146     

2,451     

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

2,451     資 本 剰 余 金 期 首 残 高

2,451     

2,451     

2,451     

2,451     

百万円百万円 百万円

金　額 金　額

－ 9 －



【連結】

期　別

区  分

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円

605   1,665   4,468   
273   279   556   
18   2   0   

(減:△) △ 37   318   266   
(減:△) △ 95   23   47   

190   －   －   
△ 7   △ 7   △ 12   

31   48   85   
－   －   1   
－   △ 0   △ 0   
4   －   －   

△ 0   △ 2   △ 2   
11   87   194   
－   17   17   
－   181   181   

(増:△) 684   △ 2,333   △ 1,084   
△ 644   △ 1,608   △ 2,421   

(増:△) 31   △ 7   △ 31   
△ 101   △ 375   △ 353   

(増:△) △ 25   △ 15   5   
△ 21   －   －   

(減:△) △ 1,368   1,779   2,008   
5   231   58   
3   5   1   

(減:△) △ 86   △ 39   26   
88   －   －   

△ 20   －   －   
7   1   56   

△ 451   254   4,069   
7   7   12   

△ 32   △ 47   △ 87   
△ 2,044   △ 136   △ 211   
△ 2,521   79   3,782   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 319   △ 121   △ 513   
0   7   7   
－   △ 31   △ 31   
－   △ 11   △ 11   
－   0   0   
－   △ 9   △ 12   
6   2   14   
－   －   0   

△ 311   △ 163   △ 545   
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

－   △ 1,000   △ 2,400   
－   －   500   
－   △ 300   △ 800   

△ 275   △ 82   △ 82   
△ 1   △ 1   △ 7   
△ 277   △ 1,383   △ 2,790   

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減:△) △ 3,110   △ 1,467   447   

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,304   4,857   4,857   
Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 2,194   3,389   5,304   

鹿島電気炉改修引当金の増加額

未 払 費 用 の 増 加 額

前 受 金 の 増 加 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

そ の 他

短 期 借 入 金 の 減 少 額

そ の 他

会 員 権 処 分 益

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

金　額

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額

減 価 償 却 費

税金等調整前中間(当期)純利益

長期借入金 の返 済に よる 支出

配 当 金 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

長期貸付金 の回 収に よる 収入

営業活動によるキャッシュ・フロー

会 員 権 の 処 分 に よ る 収 入

長 期 貸 付 け に よ る 支 出

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

　前連結会計年度の要約　

自 平成16年 4月 1日
至 平成17年 3月31日

自 平成16年 4月 1日

金　額

連結キャッシュ･フロー計算書
前中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

固 定 資 産 除 却 損

前 払 費 用 の 増 減 額

売 上 債 権 の 増 減 額

会 員 権 評 価 損

会 員 権 の 取 得 に よ る 支 出

減 損 損 失

事 業 中 止 損

利 息 の 支 払 額

未 収 入 金 の 増 加 額

投資有価証券の取得による支出

小　計

前 渡 金 の 増 減 額

そ の 他

有形固定資産の売却による収入

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

有形・無形固定資産の取得による支出

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額

至 平成16年 9月30日

未 収 消 費 税 等 の 増 加 額

棚 卸 資 産 の 増 加 額

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

仕 入 債 務 の 増 減 額

長 期 未 払 金 の 増 加 額

役 員 賞 与 の 支 払 額

当中間連結会計期間

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支 払 利 息

至 平成17年 9月30日

金　額

役員退職慰 労引 当金 の増 減額

－ 10 －



－ 11 － 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
   子会社２社を全て連結の範囲に含めています。 
   子会社名：中電産業株式会社・中電興産株式会社 
 
２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。 
 
３．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 
   その他有価証券 
    時価のあるもの  中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 
             (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
    時価のないもの  移動平均法による原価法 
  ②デリバティブ取引  時価法 
  ③棚卸資産      総平均法による原価法 

（連結子会社の製品は移動平均法による原価法、未成工事支出金は個別法による原価法、その他は最終仕入原価法） 
 
 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産 
   連結財務諸表提出会社 
    機械及び装置  鹿島工場 炭酸亜鉛製造設備は定率法、その他は定額法 
            妙高工場 化成二酸化マンガン製造設備及び水素吸蔵合金製造設備は定額法、その他は定率法 
    平成 10年 4月 1日以降取得の建物(附属設備を除く)  定額法 
    その他有形固定資産                 定率法 
   連結子会社 
    平成 10年 4月 1日以降取得の建物(附属設備を除く)  定額法 
    その他有形固定資産                 定率法 
  ②無形固定資産    定額法 
    ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しています。 
 
 （３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金       売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 
 
  ②鹿島電気炉改修引当金  鹿島工場１号電気炉の改修工事により発生の見込まれる設備除却損失等を計上しています。 
 
  ③退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
               なお、会計基準変更時差異(当初８８５百万円)は、平成 17年 3月期に大量退職等に係る部分を一時償却し

た残額(６１７百万円)について、１０年による按分額を費用処理しています。 
               数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。 
 
  ④役員退職慰労引当金   当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき計上していましたが、平成 17年 6月 29日の

定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止しており、当制度廃止時の要支給額を退任時に支払う
ことになったため、当該定時株主総会終了時の要支給額(８８百万円)を固定負債の「その他」に計上してい
ます。 

 

 （４）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
    外貨建金銭債権債務については、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 
 
 （５）重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっています。 

 
 （６）重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理を採用しています。 
   なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしてい
る場合は特例処理を採用しています。 
  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金変動金利 
為替予約 外貨建債権債務 

  ③ヘッジ方針 
   金利変動によるリスク及び為替変動によるリスクを回避するために、金利スワップ取引及び為替予約取引を利用しています。なお、
投機目的によるデリバティブ取引は行なわない方針であります。 
  ④ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又は相場変動との間の相関関係によりヘッ
ジ有効性の評価をしています。 
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 （７）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  ①消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
 
４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金及び要求払預金並びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資(取得日から満期日又は償還日までの期間が３か月以内)からなっています。 
 
注記事項 
                         
（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結 
会計期間 
（百万円） 

 前中間連結 
会計期間 
（百万円） 

 前連結 
会計年度 
（百万円） 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額 １６，６２３ １６，５７２  １６，４１５ 

 （２）担保提供資産 (担保)工場財団 建 物 及 び 構 築 物 ６４８ ６４９ ６４３ 
 機械装置及び運搬具 １，１７０ １，１５８ １，１９５ 
 土 地 ７０６ ７０６ ７０６ 
 そ の 他 ３７ ３５ ３８ 

 計 ２，５６２ ２，５４９ ２，５８４ 

      (対応債務) 短 期 借 入 金 ２８０ ２８０ ２８０ 
 一年内返済予定長期借入金 － ５００ － 

 長 期 借 入 金 １，０００ ５００ １，０００ 

 （３）有形固定資産の圧縮記帳累計額 ９３ ９３ ９３ 
 （４）ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 ９４０ ８５７ ８２７ 
 
（中間連結損益計算書関係） 
 （１）販売費及び一般管理費の内訳   販 売 手 数 料 ８３    １００  １９６ 

 荷 造 費 ・ 運 搬 費 １７４  ２１０  ３８２ 
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ０  ０  － 
 給 与 手 当 ２４０  ２０１  ４２４ 
 退 職 給 付 費 用 １０  １９  ３２ 
 役員退職慰労引当金繰入額 ４  ８   １７ 
 研 究 開 発 費 ９６  １０４  ２０５ 
 そ の 他 １８７  １４５  ３６７ 
 計 ７９８  ７９１  １，６２７ 

 （２）固定資産売却益の内訳 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ０  ０  ０ 
 そ の 他 －  ２  ２ 
 計 ０  ２  ２ 

 （３）固定資産除却損の内訳 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７  ２２  １２２ 
 建 物 及 び 構 築 物 ２      ６４     ６９ 
 そ の 他 １６  ３６  ７５ 
 計 ２６  １２３  ２６６ 

 （４）減損損失の内訳 土 地 －  １７４  １７４ 
 無 形 固 定 資 産 －  ７  ７ 
 計 －  １８１  １８１ 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
（１）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

     

 現 金 及 び 預 金 ２，１９４  ３，３８９  ５，３０４ 
 短 期 投 資 －      －  － 
 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ２，１９４  ３，３８９  ５，３０４ 

 
（リース取引関係） 
  ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 



(1)事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間(自 平成17年4月1日  至 平成17年9月30日)
(単位：百万円）

合金鉄事業 機能材料事業
土木建築
関連事業

計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 8,941   2,244   427   11,614   　　　－ 11,614   

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 　　　－ 　　　－ 123   123   (    123 )  　　　－

計 8,941   2,244   551   11,737   (    123 )  11,614   

7,948   2,386   545   10,880   (    124 )  10,756   

993   △ 141   5   857   0   858   

前中間連結会計期間(自 平成16年4月1日  至 平成16年9月30日)
(単位：百万円）

合金鉄事業 機能材料事業
土木建築
関連事業

計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 9,579   3,153   334   13,067   　　　－ 13,067   

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 　　　－ 　　　－ 125   125   (    125 )  　　　－

計 9,579   3,153   459   13,193   (    125 )  13,067   

7,330   3,060   482   10,873   (    128 )  10,745   

2,248   92   △ 22   2,319   2   2,321   

前連結会計年度(自 平成16年4月1日  至 平成17年3月31日)
(単位：百万円）

合金鉄事業 機能材料事業
土木建築
関連事業

計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 20,440   5,687   1,338   27,466   　　　－ 27,466   

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 　　　－ 　　　－ 399   399   (    399 )  　　　－

計 20,440   5,687   1,737   27,865   (    399 )  27,466   

15,127   5,699   1,724   22,552   (    405 )  22,147   

5,312   △ 12   13   5,313   5   5,319   

(注) 1.事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等
①事業区分の方法
事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法の類似性に基づき、合金鉄事業、機能材料事業及び土木建築関連事業に区分しています。

②各区分に属する主要な製品
合金鉄事業・・・・・・・・フェロマンガン、シリコマンガン等の合金鉄
機能材料事業・・・・・・・硫酸マンガン、炭酸マンガン並びに水素吸蔵合金等の機能材料
土木建築関連事業・・・・・土木・建築業及び建築資材

(2)所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

(3)海外売上高

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しています。

営業利益又は営業損失(△)

営業利益又は営業損失(△)

営業利益又は営業損失(△)

７．セグメント情報

営業費用

営業費用

営業費用
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(1)生産実績
当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(単位:百万円)

(注)金額は販売価格によって表示しています。

(2)受注実績
当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(単位:百万円)

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

863 702 730 715 1,286 266
(注)合金鉄事業及び機能材料事業については受注生産を行っていません。

(3)販売実績
当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(単位:百万円)

(注)主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
(単位:百万円)

金　額 割  合 金　額 割  合 金　額 割  合

4,363 37.6% 5,154 39.4% 10,596 38.6%
2,364 20.4% 2,456 18.8% 5,080 18.5%
1,268 10.9% － － 2,813 10.2%

８．生産、受注及び販売の状況

2,254   

事業の種類別セグメントの名称

合　計

事業の種類別セグメントの名称

合 金 鉄 事 業

機 能 材 料 事 業

土 木 建 築 関 連 事 業

事業の種類別セグメントの名称

前連結会計年度

土木建築関連事業

機 能 材 料 事 業

土 木 建 築 関 連 事 業

相　手　先

合　計

合 金 鉄 事 業

1,338   
27,466   

前連結会計年度

住 友 商 事 株 式 会 社

427   
11,614   

20,440   
5,687   

前連結会計年度

前連結会計年度

13,317   
5,743   
1,286   
20,347   

当中間連結会計期間

562   

6,020   

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

8,837   

8,941   
2,244   

前中間連結会計期間

6,079   
3,050   
649   
9,779   

前中間連結会計期間

前中間連結会計期間

9,579   

住 金 物 産 株 式 会 社

3,153   
334   
13,067   

前中間連結会計期間

住友金属工業株式会社

当中間連結会計期間末　(平成17年9月30日現在）

(1)その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

取得原価 中間連結貸借対照表計上額

株 式 343   1,196   

(2)時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
(店頭売買株式を除く) 65   

前中間連結会計期間末　(平成16年9月30日現在）

(1)その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

取得原価 中間連結貸借対照表計上額

株 式 343   696   

(2)時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
(店頭売買株式を除く) 66   

前連結会計年度末　(平成17年3月31日現在）
(1)その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

取得原価 連結貸借対照表計上額

株 式 343   776   

(2)時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
(店頭売買株式を除く) 65   

デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計が適用されているため記載事項はありません。

差　額

433   

種　類 差　額

852   

種　類

９．有価証券の時価等

非上場株式

種　類

種　類

差　額

353   

１０．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

非上場株式

非上場株式

種　類

種　類
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（財）財務会計基準機構会員　

平成 18年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 9日

上   場   会   社   名       中央電気工業株式会社 上場取引所 東

コード番号       5566 本社所在都道府県

(URL  http://www.chu-den.co.jp/ ) 新潟県

代　　　表　　　者　　役職名 代表取締役社長　　　　氏名　　佐藤　公一

問合せ先責任者　　役職名 取締役総務部長　　　　氏名　　力久　　勉 TEL (03) 3591 - 1402
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 9日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(1単元　1,000株)

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 百万円未満切捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年 9月中間期 11,081 △ 12.2 819 △ 64.9 804 △ 65.0
16年 9月中間期 12,622 50.8 2,333 580.3 2,301 689.3
17年 3月期 25,866 5,280 5,208

百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 330 △ 66.1 11.97
16年 9月中間期 975 525.9 35.35
17年 3月期 2,627 94.48
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期  27,587,374株   16年 9月中間期  27,595,717株   17年 3月期    27,594,007株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）17年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当             －円     銭

17年 9月中間期 0.00 －    特別配当             －円     銭

16年 9月中間期 0.00 －
17年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 21,045 10,181 48.4 369.08
16年 9月中間期 22,745 8,209 36.1 297.50
17年 3月期 24,080 9,901 41.1 358.17
(注)①期末発行済株式数　17年 9月中間期 27,587,102株　16年 9月中間期 27,594,838株　17年 3月期 27,588,326株

 　 ②期末自己株式数　　17年 9月中間期 　  12,898株　16年 9月中間期 　   5,162株　17年 3月期 　  11,674株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年  4月  1日  ～  平成 18年  3月 31日 ）
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 22,000 1,000 500 5.00 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                18円   12銭

※上記の予想は発表日現在のデータに基づき作成したものであり、様々な不確定要素を含んでおりますので、実際の業績は予想数値と異なる
可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、資料6ページをご参照ください。

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

( 当 期 ） 純 利 益
１ 株 当 た り 中 間

中間(当期）純利益

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金
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【個別】

区   分

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流 動 資 産 流動負債

2,067 3,308 5,028 1,561 1,893 2,408 

442 535 530 2,368 3,441 3,266 

4,208 6,290 5,173 4,000 5,400 4,000 

5,997 4,412 5,517 － 500 － 

966 1,266 865 210 913 2,035 

143 83 167 307 269 252 

70 58 71 190 － － 

13,897 66.0 15,955 70.1 17,354 72.1 178 603 230 

8,815 41.9 13,022 57.3 12,194 50.6

固定負債

1,600 1,100 1,600 

107 － － 

251 341 288 

固 定 資 産 － 72 95 

有形固定資産 88 － － 

建 物 1,606 1,519 1,529 2,047 9.7 1,513 6.6 1,984 8.3

機 械 及 び 装 置 2,074 2,201 2,163 10,863 51.6 14,535 63.9 14,178 58.9

土 地 940 938 940 (資本の部)

建 設 仮 勘 定 135 74 9 3,630 17.2 3,630 16.0 3,630 15.1

そ の 他 553 518 529 

5,310 5,252 5,171 資 本 準 備 金 2,451 2,451 2,451 

2,451 11.7 2,451 10.8 2,451 10.2

無形固定資産 101 119 109 

利 益 準 備 金 303 303 303 

投資その他の資産 特 別 償 却 準 備 金 4 － － 

投 資 有 価 証 券 1,258 761 839 任 意 積 立 金 230 230 230 

繰 延 税 金 資 産 － 120 79 中間 (当期 )未処分利益 3,069 1,387 3,039 

そ の 他 493 538 525 3,607 17.1 1,921 8.4 3,572 14.8

貸 倒 引 当 金 △   16 △    2 △    1 502 2.4 208 0.9 254 1.0

1,735 1,418 1,443 △    9 △0.0 △    1 △0.0 △    7 △0.0

7,147 34.0 6,790 29.9 6,725 27.9 10,181 48.4 8,209 36.1 9,901 41.1

構成比金  　 額

          期   別

22,745 100.0

当中間会計期間末

構成比構成比 金  　 額

負 債 合 計

資 本 金

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計 21,045 

投資その他の資産合計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

１２．中間貸借対照表

(資産の部) (負債の部)

金  　 額

要約貸借対照表

(平成17年3月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

          期   別
前中間会計期間末 前中間会計期間末当中間会計期間末 前事業年度の

(平成17年9月30日) (平成16年9月30日)(平成17年9月30日)(平成16年9月30日) (平成17年3月31日)

未 収 入 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

構成比

繰 延 税 金 資 産

構成比金  　 額

買 掛 金

一年内返済予定長期借入金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

資 本 剰 余 金

鹿島電気炉改修引当金

金  　 額 金  　 額構成比区   分

固 定 負 債 合 計

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

支 払 手 形

流 動 負 債 合 計

設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他

利 益 剰 余 金 合 計

100.022,745 24,080 24,080 100.0 100.021,045 100.0100.0

－　16　－



【個別】

　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

11,081   100.0 12,622   100.0 25,866   100.0

9,553   86.2 9,560   75.7 19,094   73.8

1,527   13.8 3,062   24.3 6,771   26.2

708   6.4 729   5.8 1,491   5.8

819   7.4 2,333   18.5 5,280   20.4

(   25)  0.2 (   36)  0.2 (   56)  0.2

受 取 利 息 0   0   1   
為 替 差 益 4      11      －   
そ の 他 20   23   54   

(   39)  0.3 (   67)  0.5 (  127)  0.5

支 払 利 息 31   48   85   
為 替 差 損    －   －   9   
金 利 ス ワ ッ プ 解 約 清 算 金    －   7   7   
そ の 他 8   11   25   

804   7.3 2,301   18.2 5,208   20.1

(   －)  － (    2)  0.0 (    2)  0.0

固 定 資 産 売 却 益 －   2   2   
会 員 権 処 分 益 －      0      0   
国 庫 補 助 金 収 入 額    －      －   0   

(  235)  2.2 (  574)  4.5 (  733)  2.8

固 定 資 産 除 却 損 26   124   268   
固 定 資 産 圧 縮 損    －      －   0   
投 資 有 価 証 券 評 価 損    －      －   1   
会 員 権 評 価 損 4   －   －   
減 損 損 失 －   152      152   
退 職 給 付 費 用 －   280      280   
過 年 度 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 －   14   29   
鹿 島 電 気 炉 改 修 引 当 金繰 入額 190   －   －   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 14   2   1   

569   5.1 1,729   13.7 4,477   17.3

200   1.8 891   7.1 2,063   8.0

39   0.3 △   137   △1.1 △   213   △0.9

330   3.0 975   7.7 2,627   10.2

2,738   412   412   

3,069   1,387   3,039   

区    分 金　 額

要約損益計算書

至平成17年3月31日

１３．中間損益計算書

当中間会計期間 前中間会計期間

自平成17年4月 1日

前事業年度の

自平成16年4月 1日

              期    別

売 上 高

自平成16年4月 1日

金　 額 百分比百分比

至平成16年9月30日

金　 額百分比

至平成17年9月30日

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

売 上 原 価

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 総 利 益

－ 17 －



－ 18 － 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 ①有価証券 
  子会社株式 
   移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
           （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
   時価のないもの  移動平均法による原価法 
 
 ②デリバティブ取引  時価法 
 
 ③棚卸資産      総平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
 ①有形固定資産 
   機械及び装置  鹿島工場 炭酸亜鉛製造設備は定率法、その他は定額法 
           妙高工場 化成二酸化マンガン製造設備及び水素吸蔵合金製造設備は定額法、その他は定率法 
   平成 10年 4月 1日以降取得の建物(附属設備を除く)  定額法 
   その他有形固定資産                 定率法 
 
 ②無形固定資産     定額法 
   ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 
 
３．引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金       売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 
 
  ②鹿島電気炉改修引当金  鹿島工場１号電気炉の改修工事により発生の見込まれる設備除却損失等を計上しています。 
 
  ③退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
               なお、会計基準変更時差異(当初８８５百万円)は、平成 17年 3月期に大量退職等に係る部分を一時償却し

た残額(６１７百万円)について、１０年による按分額を費用処理しています。 
               数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しています。 
 
  ④役員退職慰労引当金   当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき計上していましたが、平成 17年 6月 29日の

定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止しており、当制度廃止時の要支給額を退任時に支払う
ことになったため、当該定時株主総会終了時の要支給額(８８百万円)を固定負債の「その他」に計上してい
ます。 

 
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務については、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 
 
５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっています。 
 
６．ヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理を採用しています。 
  なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている
場合は特例処理を採用しています。 
 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金変動金利 
為替予約 外貨建債権債務 

 ③ヘッジ方針 
  金利変動によるリスク及び為替変動によるリスクを回避するために、金利スワップ取引及び為替予約取引を利用しています。なお、投
機目的によるデリバティブ取引は行なわない方針であります。 
 ④ヘッジ有効性評価の方法 
  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又は相場変動との間の相関関係によりヘッ
ジ有効性の評価をしています。 
 
７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 ①消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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注記事項 
 
（中間貸借対照表関係） 

当中間 
会計期間 
（百万円） 

 前中間 
会計期間 
（百万円） 

 前事業年度 
 
（百万円） 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額 １６，４２８ １６，３６４  １６，２０９ 

 （２）担保提供資産 (担保)工場財団 建 物 ５２７ ５２２ ５２０ 
 機 械 及 び 装 置 １，１７０ １，１５８ １，２３４ 
 土 地 ７０６ ７０６ ７０６ 
 そ の 他 １５８ １６２ １２３ 

 計 ２，５６２ ２，５４９ ２，５８４ 

      (対応債務) 短 期 借 入 金 ２８０ ２８０ ２８０ 
 一年内返済予定長期借入金 － ５００ － 

 長 期 借 入 金 １，０００ ５００ １，０００ 

 （３）有形固定資産の圧縮記帳累計額 機 械 及 び 装 置 ９２ ９２ ９２ 

 車 両 及 び 運 搬 具 ０ ０ ０ 

 （４）ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 ９４０ ８５７ ８２７ 
 
（中間損益計算書関係） 
 （１）固定資産売却益の内訳 そ の 他 －  ２  ２ 

 （２）固定資産除却損の内訳 機 械 及 び 装 置 ７  ６５  １２３ 
 建 物 ２      ２１     ６７ 
 そ の 他 １６  ３７  ７７ 
 計 ２６  １２４  ２６８ 

 （３）減損損失の内訳 土 地 －  １４５  １４５ 
 無 形 固 定 資 産 －  ７  ７ 
 計 －  １５２  １５２ 

 （４）減価償却実施額 有 形 固 定 資 産 ２６１  ２７０  ５３３ 
 無 形 固 定 資 産 １１  ８  ２１ 
 
 
（リース取引関係） 
  ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 


